
資料 5-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 
  

新システム 

利用手順書（素案） 
 

  



資料 5-2 

５． 利用手順書作成 
新システムの詳細設計前であり利用手順書は素案とした。新システムは既存のクラウドサービ

スの採用を前提としていることから、各機能のマニュアルは各種クラウドサービスにおいて詳細

は異なるものの既に存在すると考えられるが、「カスタマイズ等の要件」、「各機能の利用の流れ

（ワークフロー）」、「各機能によって利用者が実現できることを箇条書きとイメージ図」などを

用いて」整理した。なお、詳細化においては外部設計（画面設計）に参考資料として位置づける。 

 

（1） 森林簿・森林計画図管理機能 

森林資源の基礎情報である森林簿、森林計画図のデータを管理するものである。これらのデー

タは、伐採届、土地の所有者届など他のレイヤで管理する情報と連携が可能となっている。また、

定期的に行われる更新作業等も可能である。主な作業項目は以下の通りである。 

・ 森林簿及び森林計画図の相互検索（図 1.11.1） 

・ 検索結果の出力・保存（森林簿様式、森林資源情報様式）（図 1.11.2） 

・ 森林計画図の出力・印刷（図 1.3） 

・ 森林簿に係る統計情報の出力（図 1.4） 

・ 森林簿（小班）の編集、森林簿の属性の一括更新（森林簿 CSVの編集・取込）（図 1.5） 

・ 森林簿・森林計画図の定期確定処理（年次更新）（図 1.6） 

 

図 1.1 森林簿及び森林計画図の相互検索 

図 1.2 検索結果の出力  
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図 1.3 森林計画図の出力・印刷 

 

図 1.4 森林簿に係る統計情報の出力 

 

図 1.5 森林簿（小班）の編集、森林簿の属性の一括更新（森林簿 CSVの編集・取込） 

  



資料 5-4 

 

 

 

図 1.6 森林簿・森林計画図の定期確定処理（年次更新） 

 

（2） 森林異動情報管理機能 

森林異動情報管理機能は、地域森林計画の対象森林に新たに追加、または削除の変更が生じた

際に、異動前または移動後の用途、面積及び位置情報等の情報を管理する機能である。小班（編

成）の修正、追加及び削除による森林の異動の情報が、GIS 管理システムの森林情報異動レイヤ

に保存される。異動履歴は台帳管理システムで検索することが可能となっている。年度ごとに管

理し、その記録は一覧表に出力できる。主な作業項目は以下の通りである。 

・ 森林の異動履歴の検索・表示（図） 

・ 当該異動履歴の図形表示（図 1.7） 

・ 異動履歴の CSV出力（図 1.8） 

 

図 1.7 森林の異動履歴の検索・表示  
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図 1.7 当該異動履歴の図形表示 

 

図 1.8 異動履歴の CSV出力 

 

（3） 林地台帳・林地台帳地図管理機能 

林地台帳・林地台帳地図管理機能では、市町の管理する林地台帳（地番情報・林小班情報・共

有者情報）と林地台帳地図のデータを搭載できる。林地台帳と林地台帳地図との相互検索、森林

簿との相互検索が可能となっている。林地台帳へ森林の土地の所有者届出情報の反映、登記簿デ

ータの取り込みも可能で、台帳データは国が定める様式などに出力することもできる。主な作業

項目は以下の通りである。 

・ 台帳情報の検索（図 1.9） 

・ 林地台帳と林地台帳地図の連携（図 1.10） 

・ 林地台帳と森林簿の連携（図 1.11） 

・ 林地台帳情報の出力（図 1.12） 

・ 林地台帳の更新（各データでの更新、一括更新）（図 1.13） 

・ 林地台帳への登記簿、課税台帳及び地籍情報の取り込み（図 1.14） 
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図 1.9 台帳情報の検索 

 

図 1.10 林地台帳と林地台帳地図の連携  
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図 1.11 林地台帳と森林簿の連携 

 

 

図 1.12 林地台帳情報の出力 
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図 1.13 林地台帳の更新（各データでの更新、一括更新） 

 

図 1.14 林地台帳への登記簿、課税台帳及び地籍情報の取り込み 
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（4） 伐採及び伐採後の造林の届出管理機能 

普通林での伐採に係る届出・管理の機能である。伐採及び伐採後の造林の届出の場面で、届出

人による電子申請、市町村による受付、審査、適合通知書の作成、届出後の管理が可能となって

いる。普通林での伐採及び伐採後の造林の届出のフローは図 1.15 の通りである。主な作業項目

を以下に示す。 

・ 伐採及び伐採後の造林の届出（図 1.16） 

・ 届出要否の確認（市町）（図 1.17） 

・ 記載事項及び添付書類の確認（市町）（図 1.18） 

・ 市町村森林整備計画との整合の確認（市町）（図 1.19） 

・ 適合通知書等の交付申請（届出人）（図 1.20） 

・ 伐採に係る森林の状況の報告（図 1.21） 

・ 伐採後の造林に係る森林の状況の報告（図 1.22） 

 

図 1.15 普通林での伐採及び伐採後の造林の届出のフロー 

 

図 1.16 伐採及び伐採後の造林の届出 
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図 1.17 届出要否の確認（市町） 

 

図 1.18 記載事項及び添付書類の確認（市町） 
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図 1.19 市町村森林整備計画との整合の確認（市町） 

 

図 1.20 適合通知書等の交付申請（届出人） 

 

図 1.21 伐採に係る森林の状況の報告（フロー） 
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図 1.22 伐採後の造林に係る森林の状況の報告（フロー） 

 

（5） 森林の土地の所有者届出管理機能 

森林法改正により、平成 24 年 4 月以降、森林の土地の所有者となった方は市町村長への事後

届出が必要となった。売買や相続等により森林の土地を新たに取得した方は、面積に関わらず届

出を実施する（国土利用計画法に基づく土地売買契約の届出提出の場合を除く）。届出の流れは

図 1.23の通りであり、これらの作業項目は以下の通りである。 

・ 届出情報の入力（図 1.24） 

・ 届出の確認、受理（市町）（図 1.25） 

・ 林地台帳への反映（市町）（図 1.26） 

 

図 1.23 森林の土地の所有者届出のフロー 

 

図 1.24 届出情報の入力 
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図 1.25 届出の確認、受理（市町） 

   

図 1.26 林地台帳への反映（市町） 
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（6） 市町村森林整備計画管理機能 

市町村森林整備計画管理機能は、市町村森林整備計画で定める公益的機能別施業森林、鳥獣害

防止区域については、森林簿・森林計画図や林地台帳・林地台帳地図で管理する項目に含まれて

いることから、それぞれの情報への反映・更新等の事務の効率化を可能とする機能となっている。

主な作業項目は以下の通りである。 

・ 公益的機能別施業森林の管理（図 1.27） 

・ 鳥獣害防止森林区域の管理（図 1.28） 

・ 森林経営計画の区域計画の管理（図 1.29） 

 

図 1.27 公益的機能別施業森林の管理 

 

図 1.28 鳥獣害防止森林区域の管理 
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図 1.29 森林経営計画の区域計画の管理 

 

（7） 林地開発管理機能 

林地開発許可制度における情報として、林地開発許可区域、林地開発許可台帳及び林地開発許

可図面を GIS 管理システムで管理する機能となっている。県と市町のみ属性の閲覧が可能である。

林地開発許可台帳の情報は、台帳番号を key として林地開発許可区域の図形の属性として付与し

ている。主な作業項目は以下の通りである。 

・ 林地開発許可区域及び台帳の閲覧、編集（図 1.30） 

・ 林地開発に係る書類のファイリング（図 1.31） 

・ 林地開発許可区域及び台帳の追加（新規作成）（図 1.32） 
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図 1.30 林地開発許可区域及び台帳の閲覧、編集 

 

図 1.31 林地開発に係る書類のファイリング 

 

図 1.32 林地開発許可区域及び台帳の追加（新規作成） 
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（8） 施業履歴管理 

山口県や市町、林業事業体等の森林施業の範囲や履歴を林業支援システム（GIS）で管理する

機能である。施業履歴として管理する情報は、各種伐採届に基づき林業事業体等が実施した施業、

県及び市町が実施主体の森林整備事業、治山森林整備事業の施業、造林補助事業により実施した

施業などとなる。主な作業項目は以下の通りである。 

・ 施業履歴の図形登録（図 1.33） 

・ 施業履歴の新規登録（一括入力）（図 1.34） 

・ 施業履歴の新規登録（個々での入力）（図 1.35） 

・ 施業履歴の検索（図 1.36） 

 

図 1.33 施業履歴の図形登録 

 

図 1.34 施業履歴の新規登録（一括入力） 
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図 1.35 施業履歴の新規登録（個々での入力） 

 

図 1.36 施業履歴の検索 
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（9） 保安林管理機能 

保安林管理機能は、林業支援システム（GIS）では、保安林区域、保安林流域、保安林解除の

区域の図形データ、保安林画像データを管理し、台帳管理システムでは保安林台帳情報を管理す

る機能である。主な作業項目は以下の通りである。 

・ 保安林の表示・出力（図 1.37） 

・ 台帳管理システムとの連携（図 1.38） 

・ 保安林の検索（図 1.39） 

・ 保安林の新規登録（図 1.40） 

・ 保安林の更新（編集）（図 1.41） 

・ 保安林の解除（図 1.42） 

 

図 1.37 保安林の表示・出力 
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図 1.38 台帳管理システムとの連携 
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図 1.39 保安林の検索 

 

図 1.40 保安林の新規登録 

 

図 1.41 保安林の更新（編集） 
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図 1.42 保安林の解除 

 

（10） 保安林伐採許可申請（届出）・管理機能 

保安林内での伐採及び林内作業に係る届出・管理を行う機能である。保安林内での伐採及び林

内作業の届出の際、保安林内外の確認、届出図面の作成、伐採等の行為に即した申請、市町の受

付、許可、着手届及び完了届作成を本機能で行うことができる。申請（届出）の流れは図 1.43

の通りであり、これらの作業項目は以下の通りである。 

・ 保安林内外の確認、申出（届出人）、保安林内外の確認（県）（図 1.44） 

・ 届出図面の作成、伐採及び作業行為の選択（届出人）（図 1.45） 

・ 伐採及び作業行為に即した申請（図 1.46） 

・ 許可・不許可の決定（県）（図 1.47） 

・ 着手届の提出、受理（図 1.48） 

・ 届出書（完了届）の提出、受理（図 1.49） 

 

 

図 1.43 保安林伐採許可申請（届出）のフロー 
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図 1.44 保安林内外の確認、申出（届出人）、保安林内外の確認（県） 

 

図 1.45 届出図面の作成、伐採及び作業行為の選択（届出人） 

 

図 1.46 伐採及び作業行為に即した申請 
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図 1.47 許可・不許可の決定（県） 

 

図 1.48 着手届の提出、受理  
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図 1.49 届出書（完了届）の提出、受理 

 

（11） 治山森林整備事業管理機能 

治山森林整備事業に基づく森林整備の図形情報及び属性情報を管理する機能である。主な作業

項目は以下の通りである。 

・ 治山森林整備事業の情報の閲覧（図 1.50） 

・ 治山森林整備事業に係る書類のファイリング（図 1.51） 

・ 治山森林整備の区域の追加（新規作成）（図 1.52） 

 

図 1.50 治山森林整備事業の情報の閲覧  
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図 1.51 治山森林整備事業に係る書類のファイリング 

 

図 1.52 治山森林整備の区域の追加（新規作成） 

 

（12） 山地災害危険地区管理機能 

山地災害危険地区管理機能は、荒廃の形態によって 3 種類に区分されている「山腹崩壊危険地

区」、「崩壊土砂流出危険地区」、「地すべり危険地区」の地図情報及び属性情報を管理する機能で

ある。主な作業項目は以下の通りである。 

・ 山地災害危険地区の閲覧、出力・印刷（図 1.53） 

・ 山地災害危険地区の検索（図 1.54） 

 

図 1.53 山地災害危険地区の閲覧、出力・印刷  
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図 1.54 山地災害危険地区の検索 

 

（13） 林道・作業道等管理機能 

林道、森林作業道等の地図情報を林業支援システム（GIS）にて、属性情報を台帳管理システ

ムにて管理する機能である。林道台帳（PDF や EXCEL）をファイリングする機能も有する。主な

作業項目は以下の通りである。 

・ 林道・作業道の情報の閲覧、出力・印刷（図 1.55） 

・ 林道台帳のファイリング（図 1.56） 

・ ラインデータの取り込み、林道・作業道の編集（図 1.57） 

 

図 1.55 林道・作業道の情報の閲覧、出力・印刷 
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図 1.56 林道台帳のファイリング 

 

図 1.57 ラインデータの取り込み、林道・作業道の編集 

 

（14） 森林経営計画認定・管理機能 

森林組合や林業事業体などが独自に管理する森林簿等の情報をクラウドシステムに搭載し、森

林経営計画及び図面の作成、受委託契約書などのファイルの管理ができる機能である。認定請求

のあった森林経営計画については、県や市町による認定基準に基づく適否安定、認定事務、認定

書の出力及び森林経営計画の進捗確認までの手続きをシステム上で実施することができる。申請

と変更のフローを図 1.58 に、進捗管理のフローを図 1.59 に示す。また、主な作業項目は以下の

通りである。 

・ 森林経営計画の申請（図 1.60） 

・ 森林経営計画の受理、適否判定、認定（市町または県）（図 1.61） 

・ 森林経営計画の進捗管理（図 1.62） 

・ 実行簿、事業簿の作成（市町または県）（図 1.63） 
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図 1.58 申請及び変更の申請フロー 

 

図 1.59 進捗管理のフロー 

 

 

図 1.60 森林経営計画の申請 
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図 1.61 森林経営計画の受理、適否判定、認定（市町または県） 

 

図 1.62 森林経営計画の進捗管理 
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図 1.63 実行簿、事業簿の作成（市町または県） 

 

（15） 森林境界明確化（測量成果）管理機能 

市町が管理する森林境界明確化データ、筆界点及び図根点等の地籍調査データを取り込み、管

理する機能である。shape 形式、SIMA 形式、地籍フォーマット 2000 形式等のファイル形式を取

り込むことができる。 

 

図 1.64 森林境界明確化データの取り込み 
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（16） 森林経営管理制度機能 

森林経営管理制度に係る情報のうち意向調査の結果を林業支援システム（GIS）で管理する機

能である。市町においては自己の情報のみ閲覧可能としている。 

 

図 1.65 属性情報としてまとめた意向調査結果 

 

（17） 単木情報集計機能 

森林資源解析による単木情報を基に、一定の範囲の単木ごとの情報を集計する機能である。範

囲は地図上で任意に設定する「自由区画」と、すでにある小班等のポリゴンを選んで範囲とする

「区画選択」が設定できる。いずれの区画においても区画内に複数樹種が含まれていれば、樹種

ごとに情報を集計する。樹種ごとの面積は、「レーザ計測」にある「林相」と区画の図形を重ね

て算出している。主な作業項目は以下の通りである。 

・ 自由区画での集計（図 1.66） 

・ 区画選択での集計（図 1.67） 

・ 集計データの出力（図 1.68） 

 

図 1.66 自由区画での集計  
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図 1.67 区画選択での集計 

 

図 1.68 集計データの出力 

 

（18） ゾーニング機能 

森林資源情報と地形情報を選ぶことで、生産林に適する林分を選択したり、意向調査優先林分

を抽出したりと目的に応じた森林のゾーニングを行うことができる機能である。ゾーニングを行

う範囲やゾーニングを決定するための要素の選択などが可能である。 
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図 1.69 ゾーニング機能 

 

（19） 緩斜面抽出機能 

緩斜面抽出機能は、航空レーザ測量による DEM（標高）データを用いて緩斜面を抽出する機能

である。傾斜と面積の条件を設定して検索すると、条件に合致する緩斜面がレイヤに保存される。 

 

図 1.70 緩斜面抽出機能 
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（20） 路網設計支援機能 

航空レーザ測量による DEM（標高）データを基に縦断勾配、切土及び盛土の土量、崩壊地等を

考慮しながら路網の線形を計画する機能である。主な作業項目は以下の通りである。 

・ 条件の設定（図 1.71） 

・ 起点の設定、路線の暫定配置、終点の設定（図 1.72） 

・ 土量の計算（図 1.73） 

・ 縦断図、横断図の出力（図 1.74） 

・ 材積計算（図 1.75） 

 

図 1.71 条件の設定 
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図 1.72 起点の設定、路線の暫定配置、終点の設定 

 

   

図 1.73 土量の計算 

 

図 1.74 縦断図、横断図の出力 
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図 1.75 材積計算 

 

（21） 架線設計支援機能 

架線設計の情報を基に集材範囲を概括し、出材量を試算できる機能である。主な作業項目は以

下の通りである。 

・ 条件の設定（図 1.77） 

・ 主策の検討（図 1.78） 

・ 滑車の位置及び集材範囲の検討（図 1.78） 

・ 材積の推算（図 1.79） 

   

図 1.76 条件の設定 
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図 1.77 主策の検討 

 

図 1.78 滑車の位置及び集材範囲の検討 

  

図 1.79 材積の推算 
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（22） 採材シミュレーション機能 

航空レーザ測量によって得られた地形情報と森林情報を用い、丸太材積を算出する機能である。 

  

 

図 1.80 採材シミュレーション機能 

 

（23） 現場情報収集効率化機能（タブレット端末） 

スマートフォンやタブレット等の携帯端末を用い、現場で取得した森林資源の状況や境界の確

認結果（GPS 軌跡）等の情報を、クラウドシステムに転送して利活用できる機能である。本機能

の概要や作業項目は以下の通りである。 

・ 搭載データ（図 1.81） 

・ データの閲覧方法（図 1.82） 

・ 位置情報の取得（図 1.83） 

・ 画面上のボタン機能（図 1.84） 

・ 写真撮影及びメモ機能（図 1.85） 

・ 図形作成機能（図 1.86） 

・ クラウドシステムへの情報転送（図 1.87） 

・ モバイル端末（スマートフォンアプリ）への情報転送（図図 1.88） 
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図 1.81 搭載データ 

 

図 1.82 データの閲覧方法  
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図 1.83 位置情報の取得 

 

図 1.84 画面上のボタン機能 

 

図 1.85 写真撮影及びメモ機能 

  

 カメラ ポイント登録 

設定 ポリゴン・ライン 

拡大表示 

センタリング 

縮小表示 
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図 1.86 図形作成機能 

 

図 1.87 クラウドシステムへの情報転送 

 

図 1.88  モバイル端末（スマートフォンアプリ）への情報転送（データ保存先） 

 

 

 

以上 


